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学校再編案（第７回委員会時点） 

 

１. 学校再編案の評価方法 

１） 第一段階（再掲） 

① 各学校の将来推計結果の確認 

各小学校の児童数及び各小学校エリアから中学校へ進学する生徒数の将来推計結果を整理する。 

児童・生徒数については、要因法３パターンと変化率法３パターンの計６パターンで算出された値の平

均値を採用する。 

 

② 学校統合等による規模適正化 

各再編対象グループにおいて、現行の学校区における規模の推移を確認し、適正化すべき小規模校と

なる学校がグループ内にある場合は、規模の適正化が図られるよう統合による再編パターンを検討する。 

また、各再編対象グループにおいて、義務教育学校を整備した場合の再編パターンについても検討す

る。 

再編パターンの検討にあたっては、以下を前提条件とする。 

● 前提条件 
・統合等による新たな飛び地は発生させない 

・小学校同士の統合は、「適正化すべき小規模校」を含むパターンのみ検討する 

 

なお、学校規模について、児童生徒数に応じて次の表のとおり、「適正化すべき小規模校」・「小規模

校」・「適正規模校」・「大規模校①」・「大規模校②」・「適正化すべき過大規模校」の６段階で整理する。 

１学級の児童及び生徒数は、公立義務教育諸学校の学校編成及び教職員定数の基準に関する法律

に基づき、３５人で想定する。 

 

③ 学校規模に関する評価 

②にて検討した再編パターンにおける学校規模について、評価基準を以下の通り設定し、評価する。 

・適切な集団規模を確保できないことから、「適正化すべき小規模校」や「適正化すべき過大規模校」

が発生する再編パターンは、検討対象外とする。 

・令和１７年までに小規模校が発生する再編パターンは検討対象外とする。 

・小学校及び中学校については、児童生徒数が市全体で減少傾向にあることを踏まえ、適正規模校に

加えて大規模校①及び大規模校②までを許容する。 

・義務教育学校については、児童生徒数が市全体で減少傾向にあることや、学校運営において１施設

あたり１，０００人程度までの児童生徒数が望ましいという意見を踏まえ、適正規模校に加えて大規模

校①までを許容する。ただし、学校の建替には約１０年を要すると見込まれることから、令和１７年まで

の期間については大規模校②についても許容する。 

 

 

資料② 
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表 学校規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 義務教育学校の推進 

各務原市学校適正規模・適正配置等に関する基本計画(改定版)のポイントを改めて整理する。 

・市内全小中学校を対象に再編を検討する  

・「①一定規模の確保」「②小中一貫教育の推進」を再編方針とし、可能な限り施設一体型義務教育

学校にすることを検討する 

・「学校を中心に半径２ｋｍを超える区域の児童」等を対象にスクールバス等の支援策を実施する（保

護者の経済的負担は原則無し） 

上記のポイントを踏まえて、学校再編案の検討にあたってはより良い教育環境を目指し、義務教育学

校の整備を想定する学校再編パターンについて、検討・評価する。 

表 将来にわたり、一定規模が確保できると評価された再編パターンの数 

再編対象グループ 現状維持 

再編手法 

小学校 

統合 

義務教育 

学校化 

那加・桜丘中学校 無し １ ３ 

稲羽中学校 無し 無し １ 

川島中学校 １ 無し １ 

鵜沼・中央中学校 無し ５ ４ 

緑陽中学校 無し １ １ 

蘇原中学校 １ 無し １ 

その際に学校再編パターンについて改めて名称を整理する。 

表 学校再編パターンの名称 

再編対象グループ 変更前 変更後 
 

再編対象グループ 変更前 変更後 

那加・桜丘中学校 

（１）Ⅱ 那加・桜丘（１）  

鵜沼・中央中学校 

（１）②Ⅳ 鵜沼・中央（１） 

（２）①Ⅰ 那加・桜丘（２）  （１）③Ⅲ 鵜沼・中央（２） 

（２）②Ⅰ 那加・桜丘（３）  （２）①Ⅲ 鵜沼・中央（３） 

稲羽中学校 （１）Ⅰ 稲羽（１）  （２）②Ⅰ 鵜沼・中央（４） 

川島中学校 Ⅰ 川島（１）  緑陽中学校 （１）Ⅰ 緑陽（１） 

    蘇原中学校 Ⅱ 蘇原（１） 

適正規模校

適正化すべき

小規模校
大規模校① 大規模校②

適正化すべき

過大規模校

小学校
児童数

（想定学級数）

１２０人以下

かつ

６学級以下

１２１～２１５人
（１１学級以下）

２１６～６３０人
（１２～１８学級）

６３１～８４０人
（１９～２４学級）

８４１～１,０５０人

（２５～３０学級）

１,０５１人～

（３１学級以上）

中学校
生徒数

（想定学級数）

１２０人以下

かつ

６学級以下

１２１～２１２人
（８学級以下）

２１３～６３０人
（９～１８学級）

６３１～８４０人
（１９～２４学級）

８４１～１,０５０人

（２５～３０学級）

１,０５１人～

（３１学級以上）

義務教育学校
児童生徒数
（想定学級数）

１８０人以下

かつ

９学級以下

１８１～３２３人
（１７学級以下）

３２４～９４５人
（１８～２７学級）

９４６～１,２６０人

（２８～３６学級）

１,２６１～１,５７５人

（ ３７～４５学級）

１,５７６人～

（４６学級以上）

大規模校小規模校

学校規模
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２） 第二段階 

① 通学支援対象者の整理 

想定される義務教育学校化の再編パターンについて、学校再編後に進学先となる学校敷地に通学す

る際に、通学距離が２ｋｍを超える児童数を整理する。整備候補地は、再編により新たな学校区となった

区域にある現小・中学校敷地とする。 

② 学校敷地面積の整理 

義務教育学校において、将来の児童生徒数に応じた必要な敷地面積を算出する。その結果と、現学校

敷地面積から法面や進入路といった建替時に活用が困難な敷地面積を除いた「実質敷地面積」との比

較を行い、必要な敷地面積が確保されているかを整理する。 

③ 学校整備地に関する評価 

①及び②の整理結果に加え、本市が推進する施設一体型義務教育学校の実現性について、総合的

に評価する。 

 

ステップ１：各再編パターンにおける学校整備候補地の選定（絞り込み） 

 

再編前の小学校または中学校の敷地を整備候補地とし、次の観点から同一パターン内での最適な整

備地を決定する。   

（１）通学支援対象者数   

➡ 【結果】通学支援対象者数に大きな差がある場合： 

対象者数が多くなる候補地は除外し、対象者数がより少なくなる敷地を整備候補地として選定す

る。   

➡ 【結果】通学支援対象者数に大きな差がない場合： 

以下の観点を追加し、総合的に比較評価して最適な整備候補地を選定する。 

（２）再編による新たな幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路の有無 

（３）将来の児童生徒数に応じた最低限必要となる敷地面積の確保 

（４）最低限必要となる敷地面積に対する余裕度 

（５）校地の防災性 

   

ステップ２－１：複数の再編パターンにおけるグループ内での比較検討 

 

【対象グループ】那加・桜丘／鵜沼・中央 

選定されたパターン同士をステップ１で比較検討した（１）から（５）の観点のほか、次の観点を追加

し、総合的に比較検討し、最も適切なパターンを決定する。 

（６）整備予定の学校数 

（７）飛び地の解消 ※那加・桜丘グループのみ 

  

 

  



 

4 

 

ステップ２－２：１パターンのみ選定されているグループ内における検証 

 

【対象グループ】稲羽／川島／緑陽／蘇原 

 

○１パターンのみ選定されているグループの場合（稲羽／川島／緑陽／蘇原）： 

ステップ１で比較検討した（１）から（５）の観点に基づき、総合的に検証し、整備候補地を決定する。 

 

以上の検討フローを基に、最も適切と考えられる学校再編パターンを決定する。 

 

 

図 第二段階の詳細な検討フロー 
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２. 学校再編案の検討（第二段階） 

① 通学支援対象者の整理 

第一段階で選定した再編パターンについて、再編後の義務教育学校の整備候補地における通学支援

対象児童数を整理する。 

整備候補地は、再編前の小学校又は中学校敷地を原則とする。 

② 各学校敷地における敷地面積の整理 

現学校敷地のうち、法面や進入路等を除いた実質敷地面積と必要敷地面積を次のとおり比較し、必

要な敷地面積が確保されているか整理する。 

なお、「中学校整備指針（文部科学省）」において、中学校の校舎等は４階以下の建物で計画すること

が望ましいとされていることを踏まえ、基本的な校舎階数を４階とし、比較する必要敷地面積は４階建に

必要な敷地面積とする。 

 

表 義務教育学校の各学校規模における必要敷地面積（まとめ） 

 

 

 

 

 

  

適正規模校 

（18～27 学級） 

大規模校① 

（28～36 学級） 

3 階建 4 階建 5 階建 3 階建 4 階建 5 階建 

２０，７００㎡ １８，８００㎡ １７，６００㎡ 23,400 ㎡ 21,000 ㎡ 19,600 ㎡ 

（第６回検討委員会資料⑥より） 
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表 各学校敷地（実質敷地面積）と４階建義務教育学校における必要敷地面積との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※川島中学校と川島小学校は隣接しており、グラウンド等の敷地が一体的に活用されている現状を踏まえ、川

島中学校単体の敷地としてだけでなく、川島小学校も含めた全体の敷地としても比較を行う。 

 

 

＊実質敷地面積は、法面や進入路といった建替時に活用が困難な敷地面積を除いた面積とする。 

＊必要敷地面積の確保について、次のとおり評価している 

  ◎：４階建が可能な実質敷地面積である 

  ○：５階建が可能な実質敷地面積である 

  △：５階建も困難であり、敷地拡張が必要な実質敷地面積である 

＊４階建に最低限必要となる敷地面積に対する余裕度について、次のとおり評価している 

  ◎：実質敷地面積が必要敷地面積の２倍以上である 

  ○：実質敷地面積が必要敷地面積の１．５倍以上２倍未満である 

  △：実質敷地面積が必要敷地面積の１．０倍以上１．５倍未満である 

  ―：実質敷地面積が必要敷地面積未満である 

＊校地の防災性について、浸水想定区域又は土砂災害警戒区域等に該当している学校敷地は、その概要を

記載している 

   

※ 

（１８，８００㎡）
余裕度

（２１，０００㎡）
余裕度

◎ ○ ◎ △

（可能） ( + 1 .1 ha程度) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .7 ha程度) （可能） ( + 0 .5 ha程度)

◎ △ △ －

（可能） ( + 0 .0 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .2 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .4 ha程度) （可能） ( + 0 .2 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .3 ha程度) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

△ － △ －

（要敷地拡張） (-0 .4 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .6 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .3 ha程度) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

△ － △ －

（要敷地拡張） (-0 .4 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .6 ha程度)

○ － △ －

（要５階建） ( -0 .1 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .3 ha程度)

◎ △ △ －

（可能） ( + 0 .0 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .2 ha程度)

○ － △ －

（要５階建） ( -0 .1 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .3 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .3 ha程度) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

△ － △ －

（要敷地拡張） (-0 .4 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .6 ha程度)

◎ △ △ －

（可能） ( + 0 .0 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .2 ha程度)

◎ △ △ －

（可能） ( + 0 .0 ha程度) （要敷地拡張） ( -0 .2 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .3 ha程度) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

校地の防災性

1 9 ,5 4 0

1 5 ,5 2 6

約１．８2 1 ,8 0 4

約１．５1 5 ,1 5 7

約２．２2 2 ,0 0 4

適正規模校における最低限の

必要敷地面積の確保

大規模校①における最低限の

必要敷地面積の確保

約１．５

約１．９1 9 ,8 3 2

3 8 ,1 3 6

稲羽東小学校

約２．２2 2 ,9 2 1稲羽西小学校

約２．３4 5 ,4 2 6尾崎小学校

約１．９

敷地面積

（㎡）

実質

敷地面積

（ha ）

那加第三小学校

約２．６3 0 ,4 9 9那加第二小学校

約３．０4 0 ,1 0 9那加第一小学校

学校名称

鵜沼第二小学校

約２．２2 2 ,2 6 5鵜沼第一小学校

八木山小学校

約１．９3 8 ,6 6 6緑苑小学校

1 9 ,9 3 0 約１．８鵜沼第三小学校

浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2 ：３．０m未満）

浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2 ：３．０m未満）

土砂災害警戒区域あり

（急傾斜地）

浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2 ：５．０m以上）

浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０ｍ未満）

浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：０．５m未満）

土砂災害警戒区域あり

（土石流の高さ：最大０．３ｍ）

土砂災害警戒区域あり

（急傾斜地）

土砂災害警戒区域あり

（土石流の高さ：最大０．２ｍ）

土砂災害警戒区域あり

（急傾斜地）

約１．５1 5 ,5 2 9各務小学校

約２．２

蘇原第一小学校

陵南小学校

中央小学校

約１．９1 9 ,1 6 9蘇原第二小学校
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：０．５m未満）

（１８，８００㎡）
余裕度

（２１，０００㎡）
余裕度

◎ ◎ ◎ ◎

（可能） ( + 2 .6 ha程度) （可能） ( + 2 .4 ha程度)

◎ ◎ ◎ ○

（可能） ( + 1 .9 ha程度) （可能） ( + 1 .7 ha程度)

◎ ○ ◎ △

（可能） ( + 0 .9 ha程度) （可能） ( + 0 .7 ha程度)

○ ○

(+ 1 .3 ha程度) ( + 1 .1 ha程度)

◎ ○ ◎ △

（可能） ( + 1 .0 ha程度) （可能） ( + 0 .8 ha程度)

◎ ○ ◎ ○

（可能） ( + 1 .7 ha程度) （可能） ( + 1 .5 ha程度)

◎ △ ◎ △

（可能） ( + 0 .8 ha程度) （可能） ( + 0 .6 ha程度)

◎ ○ ◎ △

（可能） ( + 1 .1 ha程度) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2 ：５．０m以上）

約２．８2 8 ,2 5 1

◎

（可能）

◎

（可能）
3 2 ,8 5 0 約３．２

約３．８3 8 ,6 2 3桜丘中学校

約４．５4 5 ,3 7 3那加中学校

約３．６7 0 ,4 7 6緑陽中学校

約２．９3 9 ,7 7 5鵜沼中学校

中央中学校

約２．７2 7 ,8 1 9蘇原中学校

川島中学校

＋

川島小学校

稲羽中学校

浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2 ：５．０m以上）

土砂災害警戒区域あり

（急傾斜地／

　土石流の高さ：最大０．４ｍ）

土砂災害警戒区域あり

（急傾斜地／

　土石流の高さ：最大０．５ｍ）

浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

学校名称
敷地面積

（㎡）

実質

敷地面積

（ha ）

適正規模校における最低限の

必要敷地面積の確保

大規模校①における最低限の

必要敷地面積の確保
校地の防災性

約３．０3 0 ,9 5 3
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１） 那加・桜丘中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,3 4 8 1 ,1 6 8 1 ,0 9 3 1 ,1 2 4 1 ,1 5 9 1 ,1 4 9 1 ,1 2 9 1 ,1 1 7

6 3 7 5 7 4 5 3 6 5 1 3 4 9 0 4 5 3 4 2 4 4 0 2

7 3 7 6 2 2 6 6 5 6 1 0 5 5 3 4 8 6 4 2 5 3 7 9

●那加・桜丘（１）

（仮称）那加第一義務教育学校

（仮称）那加第三義務教育学校

（仮称）那加第二尾崎義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,4 8 4 1 ,2 7 5 1 ,2 0 2 1 ,2 0 7 1 ,2 2 0 1 ,1 9 2 1 ,1 5 9 1 ,1 3 8

1 ,2 3 8 1 ,0 8 9 1 ,0 9 2 1 ,0 4 0 9 8 2 8 9 6 8 1 9 7 6 0

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

（仮称）那加第二那加第三義務教育学校

●那加・桜丘（３）

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,4 8 4 1 ,2 7 5 1 ,2 0 2 1 ,2 0 7 1 ,2 2 0 1 ,1 9 2 1 ,1 5 9 1 ,1 3 8

6 3 7 5 7 4 5 3 6 5 1 3 4 9 0 4 5 3 4 2 4 4 0 2

6 0 1 5 1 5 5 5 6 5 2 7 4 9 2 4 4 3 3 9 5 3 5 8

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

●那加・桜丘（２）

（仮称）那加第三義務教育学校

（仮称）那加第二義務教育学校
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● 那加・桜丘（１） 
 

 

表 対象児童数［那加・桜丘（１）］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●（仮称）那加第一義務教育学校は再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学

支援対象者数に課題はないことから、現那加第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）那加第三義務教育学校は２つの整備候補地があるが、どちらも通学支援対象者数に課題

はないことから、現那加第三小学校もしくは現那加中学校のどちらかに整備することが想定される。 

●（仮称）那加第二尾崎義務教育学校を現尾崎小学校に整備する場合、他の整備候補地と比べ通学

支援対象者数に大きな差があることから、現那加第二小学校もしくは現桜丘中学校のどちらかに整

備することが想定される。 

このことから、学校整備地に関する組み合わせとしては以下の４パターンとなる。 

 
表 那加・桜丘（１）に関する学校整備地の組み合わせ 

組み合

わせ 

（仮称）那加第一義務

教育学校 

（仮称）那加第三義務

教育学校 

（仮称）那加第二尾崎

義務教育学校 

A 

現那加第一小学校 

現那加第三小学校 
現那加第二小学校 

B 現桜丘中学校 

C 
現那加中学校 

現那加第二小学校 

D 現桜丘中学校 

 

それぞれの学校整備地の組み合わせについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有

無、最低限必要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性

の観点により次のとおり比較評価する。 

 
 

  

再編後の学校

整備候補地

那加第一小 2 2 1 8 1 8 1 9 1 9 1 9 1 9 1 9 ○

那加第三小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

那加中 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

那加第二小 6 8 7 8 6 9 5 2 3 8 2 7 1 8 1 3 ○

尾崎小 3 7 7 3 4 1 3 6 9 3 5 2 3 2 4 2 9 1 2 6 0 2 3 8 △

桜丘中 8 0 8 9 8 1 6 3 4 8 3 6 2 6 2 1 ○

通学支援

対象者数

（仮称）那加第二尾崎義務教育学校

（仮称）那加第三義務教育学校

（仮称）那加第一義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R4 7年R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年
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表 那加・桜丘（１）学校整備地の比較評価 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 
▶ 比較評価の結果、学校敷地の余裕度が大きいことから、那加・桜丘（１）における新たな学校整備地はＤとすることが想定される。  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

A

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第三小 ◎ △
(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

現那加第二小 ◎ △
(約2 .6 ha ) （可能） ( + 0 .7 ha程度)

B

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第三小 ◎ △
(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

現桜丘中 ◎ ◎
(約3 .8 ha ) （可能） ( + 1 .9 ha程度)

C

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎ ◎
(約4 .5 ha ) （可能） ( + 2 .6 ha程度)

現那加第二小 ◎ △
(約2 .6 ha ) （可能） ( + 0 .7 ha程度)

D

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎ ◎
(約4 .5 ha ) （可能） ( + 2 .6 ha程度)

現桜丘中 ◎ ◎
(約3 .8 ha ) （可能） ( + 1 .9 ha程度)

○

△
浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

○

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

比較結果

那加第一義務教育学校

○

○

○

現那加第三小敷地の余裕

度が小さい

現那加第二小敷地の余裕

度が小さい

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

校地の防災性

△

△

通学支援対象者数

（R2 2年時点）

( 1 8 )

( 0 )

( 6 9 )
浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2：３．０m未満）

浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2：３．０m未満）

△

△

○

那加・桜丘（１）に関する学校整備地の組み合わせ

那加第三義務教育学校
計87人

那加第二尾崎義務教育学校

那加第三義務教育学校 ○
計99人

那加第二尾崎義務教育学校 ○

○

現那加中敷地の余裕度が

大きい

現那加第二小敷地の余裕

度が小さい

那加第三義務教育学校 ○
計87人

那加第二尾崎義務教育学校 ○

那加第一義務教育学校

○

○

那加第一義務教育学校

○
△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2：３．０m未満）

○

△

現那加第三小敷地の余裕

度が小さい

現桜丘中敷地の余裕度が

大きい

現那加中及び現桜丘中敷

地の余裕度が大きい

半径２㎞の

圏域地図

○

◎

○

浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：３．０m未満）

△

○

○

△

○

○

○

○

○

必要敷地面積

（４階建）

○

( 1 8 )

( 0 )

( 8 1 )

( 1 8 )

( 0 )

( 6 9 )

( 1 8 )

計99人

那加第二尾崎義務教育学校

那加第一義務教育学校

○
那加第三義務教育学校

( 0 )

( 8 1 )

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①
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● 那加・桜丘（２） 
 

 

表 対象児童数［那加・桜丘（２）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●（仮称）那加第一尾崎義務教育学校を現尾崎小学校に整備する場合、現那加第一小学校と比べ

通学支援対象者数に大きな差があることから、現那加第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）那加第三義務教育学校は２つの整備候補地があるが、どちらも通学支援対象者数に課題

はないことから、現那加第三小学校もしくは現那加中学校のどちらかに整備することが想定される。 

●（仮称）那加第二義務教育学校は２つの整備候補地があるが、どちらも通学支援対象者数に課題

はないことから、現那加第二小学校もしくは現桜丘中学校のどちらかに整備することが想定される。 

このことから、学校整備地に関する組み合わせとしては以下の４パターンとなる。 

 
表 那加・桜丘（２）に関する学校整備地の組み合わせ 

組み合

わせ 

（仮称）那加第一尾崎

義務教育学校 

（仮称）那加第三義務

教育学校 

（仮称）那加第二義務

教育学校 

A 

現那加第一小学校 

現那加第三小学校 
現那加第二小学校 

B 現桜丘中学校 

C 
現那加中学校 

現那加第二小学校 

D 現桜丘中学校 

 

それぞれの学校整備地の組み合わせについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有

無、最低限必要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性

の観点により次のとおり比較評価する。 
  

再編後の学校

整備候補地

那加第一小 3 7 3 5 3 3 3 1 2 8 2 5 2 3 2 2 ○

尾崎小 3 8 2 3 2 2 3 2 2 3 3 5 3 4 2 3 3 6 3 3 2 3 2 8 △

那加第三小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

那加中 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

那加第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

桜丘中 1 2 1 1 1 2 1 1 1 0 9 8 8 ○

（仮称）那加第二義務教育学校

（仮称）那加第三義務教育学校

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

通学支援

対象者数
R1 2年 R1 7年 R2 2年 R4 2年 R4 7年R2 7年 R3 2年 R3 7年
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表 那加・桜丘（２）学校整備地の比較評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 
▶ 比較評価の結果、学校敷地の余裕度が大きいことから、那加・桜丘（２）における新たな学校整備地はＤとすることが想定される。  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

A

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第三小 ◎ △
(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

現那加第二小 ◎ △
(約2 .6 ha ) （可能） ( + 0 .7 ha程度)

B

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第三小 ◎ △
(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

現桜丘中 ◎ ◎
(約3 .8 ha ) （可能） ( + 1 .9 ha程度)

C

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎ ◎
(約4 .5 ha ) （可能） ( + 2 .6 ha程度)

現那加第二小 ◎ △
(約2 .6 ha ) （可能） ( + 0 .7 ha程度)

D

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎ ◎
(約4 .5 ha ) （可能） ( + 2 .6 ha程度)

現桜丘中 ◎ ◎
(約3 .8 ha ) （可能） ( + 1 .9 ha程度)

○
△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

○

△

△
△
浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2：３．０m未満）

○

△

○
△
浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

( 0 )

( 1 2 )

( 3 3 )

那加第三義務教育学校

比較結果
半径２㎞の

圏域地図

那加第一尾崎義務教育学校

○

○

○

現那加第三小敷地の余裕

度が小さい

現那加第二小敷地の余裕

度が小さい

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

校地の防災性

○

那加第三義務教育学校 ○
計33人

那加第二義務教育学校 ○

那加・桜丘（２）に関する学校整備地の組み合わせ
通学支援対象者数

（R2 2年時点）

必要敷地面積

（４階建）

○
計45人

那加第二義務教育学校 ○

○

○

( 3 3 )

( 0 )

( 1 2 )

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

△
浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2：３．０m未満）

○
計33人

○

那加第一尾崎義務教育学校 ( 3 3 )

( 0 )

( 0 )

那加第一尾崎義務教育学校

○

○

那加第三義務教育学校

那加第二義務教育学校

那加第三義務教育学校 ○
計45人

那加第二義務教育学校 ○

那加第一尾崎義務教育学校

○

○

現那加第三小敷地の余裕

度が小さい

現桜丘中敷地の余裕度が

大きい

○

現那加中敷地の余裕度が

大きい

現那加第二小敷地の余裕

度が小さい

○

○

△

◎
現那加中及び現桜丘中敷

地の余裕度が大きい

○

( 3 3 )

( 0 )

( 0 )

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①
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● 那加・桜丘（３） 
 

 
表 対象児童数［那加・桜丘（３）］ 

 
●（仮称）那加第一尾崎義務教育学校を現尾崎小学校に整備する場合、現那加第一小学校と比べ

通学支援対象者数に大きな差があることから、現那加第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）那加第二那加第三義務教育学校は整備候補地である４つの学校敷地について、通学支援

対象者数に大きな差がないことから、那加第二小学校、那加第三小学校、那加中学校もしくは桜丘

中学校のいずれかに整備することが想定される。 

このことから、学校整備地に関する組み合わせとしては以下の４パターンが想定される。 

 
表 那加・桜丘（３）に関する学校整備地の組み合わせ 

組み合

わせ 

（仮称）那加第一尾崎

義務教育学校 

（仮称）那加第二那加

第三義務教育学校 

A 

現那加第一小学校 

現那加第二小学校 

B 現那加第三小学校 

C 現那加中学校 

D 現桜丘中学校 

 

それぞれの学校整備地の組み合わせについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有

無、最低限必要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性

の観点により次のとおり比較評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再編後の学校

整備候補地

那加第一小 3 7 3 5 3 3 3 1 2 8 2 5 2 3 2 2 ○

尾崎小 3 8 2 3 2 2 3 2 2 3 3 5 3 4 2 3 3 6 3 3 2 3 2 8 △

那加第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

那加第三小 2 8 2 6 2 8 2 7 2 4 2 2 2 0 1 8 ○

那加中 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

桜丘中 1 2 1 1 1 2 1 1 1 0 9 8 8 ○

（仮称）那加第二那加第三義務教育学校

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

通学支援

対象者数
R3 7年 R4 2年 R4 7年R2 7年 R3 2年R1 2年 R1 7年 R2 2年
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表 那加・桜丘（３）学校整備地の比較評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 
▶ 比較評価の結果、学校敷地の余裕度が大きいことから、那加・桜丘（３）における新たな学校整備地はＣとすることが想定される。  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

A

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第二小 ◎ △
(約2 .6 ha ) （可能） ( + 0 .5 ha程度)

B

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加第三小 △ －
(約1 .9 ha ) （要敷地拡張） ( -0 .2 ha程度)

C

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎ ◎
(約4 .5 ha ) （可能） ( + 2 .6 ha程度)

D

現那加第一小 ◎ △
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 0 .9 ha程度)

現桜丘中 ◎ ○
(約3 .8 ha ) （可能） ( + 1 .7 ha程度)

比較結果

( 3 3 )

通学支援対象者数

（R2 2年時点）

○

△
浸水想定区域あり

（L1 ：０．５ｍ未満／L2：３．０m未満）
( 2 8 )

那加・桜丘（３）に関する学校整備地の組み合わせ 新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

必要敷地面積

（４階建）

○

△

計33人

那加第二那加第三義務教育学校 ○

那加第一尾崎義務教育学校

○

○

( 3 3 )

那加第一尾崎義務教育学校

○

那加第一尾崎義務教育学校

○

○

○

( 1 2 )

那加第二那加第三義務教育学校

計33人

○( 0 )

( 3 3 )

那加第二那加第三義務教育学校

計61人

○

那加第二那加第三義務教育学校

計45人

○

那加第一尾崎義務教育学校

○

○( 3 3 )

浸水想定区域あり

（L1 ：３．０ｍ未満／L2：３．０m未満）

△

○

校地の防災性

現那加二小敷地の余裕度

が小さい

半径２㎞の

圏域地図

◎
現那加中敷地について、余

裕度が大きい

○

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

○

( 0 )

現桜丘中敷地について、一

定の余裕度はあるものの、大

きすぎるものではない

○

△
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

△

○

△ 那加第二那加第三義務教

育学校について、最低限必

要な敷地面積が確保されて

いない

○

大規模校①

大規模校①

大規模校①

大規模校①

大規模校①

大規模校①

大規模校①

大規模校①
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那加・桜丘中学校グループで想定される各再編パターン内で学校整備地について検討した結果、以

下の通り、それぞれのパターンにおける再編後の学校ごとの学校整備地が選定された。 

各パターンの学校整備地や児童生徒数及び通学支援対象者は以下の通りである。 

 
表 パターンまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記３つの再編パターンについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有無、最低限必

要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性の観点に加え、

整備学校数及び飛び地の解消についての観点から改めて評価する。 

 

 
 

 
  

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現那加第一小 1 ,3 4 8 1 ,1 6 8 1 ,0 9 3 1 ,1 2 4 1 ,1 5 9 1 ,1 4 9 1 ,1 2 9 1 ,1 1 7

2 2 1 8 1 8 1 9 1 9 1 9 1 9 1 9

現那加中 63 7 5 7 4 5 3 6 5 1 3 4 9 0 4 5 3 4 2 4 4 0 2

0 0 0 0 0 0 0 0

現桜丘中 73 7 6 2 2 6 6 5 6 1 0 5 5 3 4 8 6 4 2 5 3 7 9

8 0 8 9 8 1 6 3 4 8 3 6 2 6 2 1

1 0 2 1 0 7 9 9 8 2 6 7 5 5 4 5 4 0

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現那加第一小 1 ,4 8 4 1 ,2 7 5 1 ,2 0 2 1 ,2 0 7 1 ,2 2 0 1 ,1 9 2 1 ,1 5 9 1 ,1 3 8

3 7 3 5 3 3 3 1 2 8 2 5 2 3 2 2

現那加中 63 7 5 7 4 5 3 6 5 1 3 4 9 0 4 5 3 4 2 4 4 0 2

0 0 0 0 0 0 0 0

現桜丘中 60 1 5 1 5 5 5 6 5 2 7 4 9 2 4 4 3 3 9 5 3 5 8

1 2 1 1 1 2 1 1 1 0 9 8 8

4 9 4 6 4 5 4 2 3 8 3 4 3 1 3 0

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現那加第一小 1 ,4 8 4 1 ,2 7 5 1 ,2 0 2 1 ,2 0 7 1 ,2 2 0 1 ,1 9 2 1 ,1 5 9 1 ,1 3 8

3 7 3 5 3 3 3 1 2 8 2 5 2 3 2 2

現那加中 1 ,2 3 8 1 ,0 8 9 1 ,0 9 2 1 ,0 4 0 9 8 2 8 9 6 8 1 9 7 6 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 7 3 5 3 3 3 1 2 8 2 5 2 3 2 2

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数

通学支援対象者数

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

（仮称）那加第二尾崎義務教育学校

（仮称）那加第三義務教育学校

通学支援対象者数の合計

●那加・桜丘（３）

再編後の学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

●那加・桜丘（１）

（仮称）那加第二那加第三義務教育学校

通学支援対象者数

●那加・桜丘（２）

再編後の学校

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校

再編後の学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数

（仮称）那加第一義務教育学校

（仮称）那加第三義務教育学校

（仮称）那加第二義務教育学校
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表 第２段階の最終結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 

 
  

再編後の学校
整備候補地

（㎡）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

現那加第一小 △
(約3 .0 ha ) ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎
(約4 .5 ha ) ( + 2 .6 ha程度)

現桜丘中 ◎
(約3 .8 ha ) ( + 1 .9 ha程度)

現那加第一小 △
(約3 .0 ha ) ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎
(約4 .5 ha ) ( + 2 .6 ha程度)

現桜丘中 ◎
(約3 .8 ha ) ( + 1 .9 ha程度)

現那加第一小 △
(約3 .0 ha ) ( + 0 .9 ha程度)

現那加中 ◎
(約4 .5 ha ) ( + 2 .6 ha程度)

那加第二尾崎義務教育学校

那加第三義務教育学校

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

那加・桜丘（２）

那加・桜丘（１）

那加第一義務教育学校

必要敷地面積

（４階建）

△

○

○

○

△

計99人

◎

パターン

△

△

△

校地の防災性

△

△

○

整備学校数

通学支援対象者数

（R2 2年時点）

( 1 8 )

( 0 )

那加第一尾崎義務教育学校

○

◎

○

○

○

△

△

○

△

△

○

浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

那加第二義務教育学校

那加第二那加第三義務教育学校 ◎

那加第一尾崎義務教育学校 ◎

那加第三義務教育学校 ◎
計45人

最終評価

◎

○

○

通学支援対象者が他のパターンに

比べ多く発生する

学校数が３校となるため、建替費用

が大きくなる

学校区における「飛び地」は解消さ

れていない

通学支援対象者に課題はない

学校数が３校となるため、建替費用

が大きくなる

( 3校)
浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：３．０m未満）

○

○

○

○

◎

◎

△

(3校)

○

◎

那加・桜丘（３）

○

○

計33人

通学支援対象者に課題は無い

学校数が２校となり、建替費用が小

さくなる
( 2校)

( 8 1 )

( 3 3 )

( 0 )

( 1 2 )

( 3 3 )

( 0 )

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

大規模校①

大規模校①

大規模校①
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▶ 以上の評価結果より、那加・桜丘中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現那加第一小学校を学校整備地とした（仮称）那加第一尾崎義務教育学校 

・現那加中学校を学校整備地とした（仮称）那加第二那加第三義務教育学校 となる、 

那加・桜丘（３）である。 
 

表 那加・桜丘中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 

 

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R37年 R4 2年 R4 7年

◇学校整備地 現那加第一小

37 35 33 31 28 25 23 22

◇学校整備地 現那加中

0 0 0 0 0 0 0 0

37 35 33 31 28 25 23 22

再編後の学校

1 ,2 7 51 ,4 8 4

（仮称）那加第二那加第三義務教育学校
7608 1 98 9 69 8 21 ,0 4 01 ,0 9 21 ,0 8 9

1 ,1 3 81 ,1 5 91 ,1 9 21 ,2 2 01 ,2 0 71 ,2 0 2

1 ,2 3 8

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数

通学支援対象者数

（仮称）那加第一尾崎義務教育学校
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２） 稲羽中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 

 

● 稲羽（１） 
 

 

 
表 対象児童数［稲羽（１）］ 

 
●（仮称）稲羽西稲羽東義務教育学校を現稲羽東小学校に整備する場合、他の整備候補地と比べ通

学支援対象者数に大きな差があることから、現稲羽西小学校又は現稲羽中学校に整備することが

想定される。 

そのため、学校整備地に関する組み合わせとしては以下の２パターンが想定される。 

 
表 稲羽（１）に関する学校整備地の組み合わせ 

組み合

わせ 

（仮称）稲羽西稲羽東

義務教育学校 

Ａ 稲羽西小学校 

Ｂ 稲羽中学校 

 

それぞれの学校整備地の組み合わせについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有

無、最低限必要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性

の観点により次のとおり比較評価する。 
  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

56 4 5 4 0 5 2 8 4 5 9 3 8 9 3 2 8 2 8 5 2 5 1

●稲羽（１）

（仮称）稲羽西稲羽東義務教育学校

再編後の学校

整備候補地

稲羽西小 1 3 6 1 3 7 1 2 5 1 0 6 8 7 7 1 5 8 5 0 ○

稲羽東小 2 2 7 2 3 7 2 2 4 1 9 7 1 7 0 1 4 7 1 3 3 1 1 7 △

稲羽中 1 4 9 1 5 2 1 4 1 1 2 1 1 0 1 8 4 7 2 6 3 ○

R1 2年

（仮称）稲羽西稲羽東義務教育学校

R3 2年 R3 7年 R4 2年
通学支援

対象者数
R4 7年R1 7年 R2 2年 R2 7年
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表 稲羽（１）学校整備地の比較評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 
  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）
学校別
人数

最低限
必要となる
面積の確保

最低限必要と
なる敷地面積に
対する余裕度

A

現稲羽西小 ○ ◎ △
(約2.2ha) 計125人 （可能） (+0.3ha程度)

B

現稲羽中 ○ ◎ ○
(約2.8ha) 計141人 （可能） (+0.9ha程度)

稲羽西稲羽東義務教育学校 ○ △
浸水想定区域あり
（L1：３．０m未満／L2：５．０m以上）

稲羽（１）に関する学校整備地の組み合わせ
通学支援対象者数

（R22年時点）
新たに

幹線道路
等をまたぐ
通学路の

有無

必要敷地面積
（４階建）

校地の防災性 最終結果
半径２㎞の
圏域地図

稲羽西稲羽東義務教育学校 (125) ○ △
浸水想定区域あり
（L1：３．０m未満／L2：５．０m以上）

○
△ 現稲羽西小敷地について、

余裕度が小さい

(141) ◎
○ 現稲羽中敷地について、余

裕度が大きい

適正規模校

適正規模校
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▶ 以上の評価結果より、稲羽中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現稲羽中学校を学校整備地とした（仮称）稲羽西稲羽東義務教育学校 となる、 

稲羽（１）である。 
 

 

表 稲羽中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 

 

 

  

R1 2年 R1 7年 R22年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R42年 R4 7年

◇学校整備地 現稲羽中

149 152 141 121 101 84 72 63

149 152 141 121 101 84 72 63

5 6 4

再編後の学校

（仮称）稲羽西稲羽東義務教育学校
2512 8 53 2 83 8 94 5 95 2 85 4 0

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数
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３） 川島中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 

 

● 川島（１） 
 

 

 

表 対象児童数［川島（１）］ 

 
●（仮称）川島義務教育学校は、川島小学校と川島中学校が隣り合った敷地であり、通学環境に大き

な差はないことから、現川島小学校と現川島中学校を一体的に活用して整備することが想定される。 
 

学校整備地について、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有無、最低限必要となる敷

地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性の観点により次のとおり

検証する。 

 

 

 

 

 

 

 
  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

98 4 8 8 0 8 1 4 8 0 1 7 8 5 7 5 3 7 0 9 6 5 3

●川島（１）

（仮称）川島義務教育学校

再編後の学校

整備候補地

川島小＋中 4 3 3 9 3 6 3 6 3 5 3 4 3 2 2 9 ○

R4 7年

（仮称）川島義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年
通学支援

対象者数
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表 川島（１）学校整備地の検証結果 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 

  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

現川島小＋中 ○ ◎ ○
(約3 .2 ha ) 計36人 （可能） ( + 1 .3 ha程度)

△
浸水想定区域あり

（L1 ：３．０m未満／L2 ：５．０m以上）

パターン
通学支援対象者数

（R2 2年時点）
新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

必要敷地面積

（４階建）

校地の防災性 最終結果
半径２㎞の

圏域地図

◎
○ 通学支援対象者数及び敷

地面積に大きな課題はない

川島（１）

川島義務教育学校 ( 3 6 ) ○

適正規模校
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▶ 以上の評価結果より、川島中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現川島小学校及び中学校を学校整備地とした（仮称）川島義務教育学校 となる、 

川島（１）である。 

 
表 川島中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 

 
 

 

  

R1 2年 R1 7年 R22年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R42年 R4 7年

◇学校整備地 現川島小・中

43 38 36 36 35 33 31 29

43 38 36 36 35 33 31 29

（仮称）川島義務教育学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

6 5 37 0 97 5 37 8 58 0 18 1 48 8 09 8 4

再編後の学校
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４） 鵜沼・中央中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,2 5 8 1 ,1 8 0 1 ,1 6 8 1 ,1 1 6 1 ,0 5 6 9 8 2 9 0 7 8 4 5

8 5 8 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

4 3 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

5 2 1 4 8 4 4 9 3 4 6 9 4 3 0 3 9 0 3 6 0 3 3 3（仮称）中央義務教育学校

●鵜沼・中央（１）

（仮称）鵜沼第一八木山各務義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,0 6 7 1 ,0 1 4 9 9 9 9 6 8 9 3 2 8 7 7 8 1 7 7 6 9

8 5 8 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

4 3 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

7 1 2 6 5 0 6 6 2 6 1 7 5 5 4 4 9 5 4 5 0 4 0 9

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）各務中央義務教育学校

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

●鵜沼・中央（３）

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

1 ,0 6 7 1 ,0 1 4 9 9 9 9 6 8 9 3 2 8 7 7 8 1 7 7 6 9

1 ,0 4 9 9 8 5 1 ,0 7 0 1 ,0 7 9 1 ,0 3 6 9 6 2 9 0 8 8 6 1

4 3 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

5 2 1 4 8 4 4 9 3 4 6 9 4 3 0 3 9 0 3 6 0 3 3 3

（仮称）鵜沼第二各務義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）中央義務教育学校

●鵜沼・中央（４）

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

85 9 8 1 8 8 0 6 8 0 5 7 9 3 7 5 6 7 1 1 6 7 9

8 5 8 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

4 3 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

9 2 0 8 4 6 8 5 5 7 8 0 6 9 3 6 1 6 5 5 6 4 9 9

●鵜沼・中央（２）

（仮称）鵜沼第一義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）八木山各務中央義務教育学校
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● 鵜沼・中央（１） 
 

 
表 対象児童数［鵜沼・中央（１）］ 

 
●（仮称）鵜沼第一義務教育学校は現鵜沼第一小学校とその他の３つの整備候補地とを比べると、通

学支援対象者数に大きな差があることから、現鵜沼第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）鵜沼第二義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学

支援対象者数に課題はないことから、現鵜沼第二小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）陵南義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学支援

対象者数に課題はないことから、現陵南小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）中央義務教育学校は中央小学校もしくは中央中学校のどちらかに整備することが想定され

るが、両敷地は隣接しており、通学環境に大きな差はないことから、より敷地面積の大きい中央中学

校敷地を整備候補地とする。 

※なお、以降の検討パターンにおいて当該両敷地が候補となる場合においても、同様に中央中学校敷

地を候補地として取り扱うこととする。 

 

（参考） 

図 半径２㎞の圏域地図 

 

  

再編後の学校

整備候補地

鵜沼第一小 1 1 9 1 1 5 1 0 9 9 5 7 9 6 8 5 8 4 9 ○

八木山小 2 3 1 2 2 0 2 1 7 2 0 8 1 9 5 1 8 1 1 6 7 1 5 6 △

各務小 6 9 8 6 7 0 6 6 2 6 4 3 6 1 4 5 7 5 5 3 6 5 0 7 △

鵜沼中 2 8 6 2 7 2 2 7 0 2 6 3 2 5 1 2 3 4 2 1 8 2 0 5 △

鵜沼第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

陵南小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

中央小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○※

中央中 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

通学支援

対象者数

（仮称）中央義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）鵜沼第一八木山各務義務教育学校

R3 2年 R3 7年 R4 2年R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R4 7年
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● 鵜沼・中央（２） 
 

 
表 対象児童数［鵜沼・中央（２）］ 

 
●（仮称）鵜沼第一各務義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、

通学支援対象者数に課題はないことから、鵜沼第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）鵜沼第二義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学

支援対象者数に課題はないことから、鵜沼第二小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）陵南義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学支援

対象者数に課題はないことから、陵南小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）八木山各務中央義務教育学校は現中央中学校と他の整備候補地を比べると、通学支援対

象者数に大きな差があることから、現中央中学校に整備することが想定される。 
 

（参考） 

図 半径２㎞の圏域地図 

 

 

 

  

再編後の学校

整備候補地

鵜沼第一小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

鵜沼第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

陵南小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

八木山小 4 0 3 3 9 0 3 9 2 3 6 6 3 2 7 2 9 8 2 7 2 2 4 8 △

各務小 3 9 9 3 9 3 3 8 7 3 5 5 3 1 5 2 8 5 2 5 9 2 3 5 △

鵜沼中 3 8 9 3 7 7 3 7 9 3 5 5 3 1 9 2 9 0 2 6 6 2 4 3 △

中央中 2 3 4 2 3 3 2 1 9 1 8 8 1 5 8 1 3 8 1 1 9 1 0 1 ○

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年
通学支援

対象者数

（仮称）八木山各務中央義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）鵜沼第一義務教育学校
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● 鵜沼・中央（３） 
 

 
表 対象児童数［鵜沼・中央（３）］ 

 
●（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校は現鵜沼第一小学校と他の整備候補地を比べると、通学支

援対象者数に大きな差があることから、現鵜沼第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）鵜沼第二義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学

支援対象者数に課題はないことから、現鵜沼第二小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）陵南義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学支援

対象者数に課題はないことから、現陵南小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）各務中央義務教育学校を現各務小学校に整備する場合、現中央中学校と比べ通学支援

対象者数に大きな差があることから、現中央中学校に整備することが想定される。 
 

（参考） 

図 半径２㎞の圏域地図 

 

 
  

再編後の学校

整備候補地

鵜沼第一小 1 1 1 1 1 1 1 1 ○

八木山小 1 5 9 1 5 1 1 5 1 1 5 1 1 4 8 1 4 0 1 3 2 1 2 7 △

鵜沼中 2 2 9 2 1 7 2 1 8 2 1 8 2 1 3 2 0 2 1 9 0 1 8 2 △

鵜沼第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

陵南小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

各務小 2 7 3 2 6 5 2 6 8 2 5 3 2 2 8 2 0 9 1 9 3 1 7 8 △

中央中 1 0 0 9 7 9 2 8 0 6 6 5 7 4 9 4 1 ○

通学支援

対象者数

（仮称）各務中央各務義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

R4 2年 R4 7年R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年
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● 鵜沼・中央（４） 
 

 
表 対象児童数［鵜沼・中央（４）］ 

 
●（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校は現鵜沼第一小学校と他の整備候補地を比べると、通学支

援対象者数に大きな差があることから、現鵜沼第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）鵜沼第二各務義務教育学校を現各務小学校に整備する場合、現鵜沼第二小学校と比べ

通学支援対象者数に大きな差があることから、現鵜沼第二小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）陵南義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学支援

対象者数に課題はないことから、現陵南小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）中央義務教育学校は、再編後の学校区内における整備候補地が１つしかないが、通学支援

対象者数に課題はないことから、現中央中学校に整備することが想定される。 
 

（参考） 

図 半径２㎞の圏域地図 

 

 

 
  

再編後の学校

整備候補地

鵜沼第一小 1 1 1 1 1 1 1 1 ○

八木山小 1 5 9 1 5 1 1 5 1 1 5 1 1 4 8 1 4 0 1 3 2 1 2 7 △

鵜沼中 2 2 9 2 1 7 2 1 8 2 1 8 2 1 3 2 0 2 1 9 0 1 8 2 △

鵜沼第二小 8 1 7 8 7 4 6 4 5 3 4 6 3 9 3 3 ○

各務小 2 5 7 2 8 5 2 8 7 2 9 3 2 7 9 2 6 3 2 5 2 2 4 0 △

陵南小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

中央中 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

R4 2年 R4 7年
通学支援

対象者数

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

（仮称）中央義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）鵜沼第二各務義務教育学校

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年
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鵜沼・中央中学校グループで想定される各再編パターン内で学校整備地について検討した結果、以

下の通り、それぞれのパターンにおける再編後の学校ごとの学校整備地が選定された。 

各パターンの学校整備地や児童生徒数及び通学支援対象者は以下の通りである。 
 

表 パターンまとめ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選定された４つの再編パターンについて、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有無、最

低限必要となる敷地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度、校地の防災性及び整備

学校数の観点から比較評価する。 

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現鵜沼第一小 1 ,0 6 7 1 ,0 1 4 9 9 9 9 6 8 9 3 2 8 7 7 8 1 7 7 6 9

1 1 1 1 1 1 1 1

現鵜沼第二小 85 8 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

0 0 0 0 0 0 0 0

現陵南小 43 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

現中央中 71 2 6 5 0 6 6 2 6 1 7 5 5 4 4 9 5 4 5 0 4 0 9

1 0 0 9 7 9 2 8 0 6 6 5 7 4 9 4 1

1 0 1 9 8 9 3 8 1 6 7 5 8 5 0 4 2

通学支援対象者数

●鵜沼・中央（３）

再編後の学校

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数

通学支援対象者数

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）各務中央義務教育学校

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現鵜沼第一小 1 ,0 6 7 1 ,0 1 4 9 9 9 9 6 8 9 3 2 8 7 7 8 1 7 7 6 9

1 1 1 1 1 1 1 1

現鵜沼第二小 1 ,0 4 9 9 8 5 1 ,0 7 0 1 ,0 7 9 1 ,0 3 6 9 6 2 9 0 8 8 6 1

8 1 7 8 7 4 6 4 5 3 4 6 3 9 3 3

現陵南小 43 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

現中央中 52 1 4 8 4 4 9 3 4 6 9 4 3 0 3 9 0 3 6 0 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

8 2 7 9 7 5 6 5 5 4 4 7 4 0 3 4

（仮称）鵜沼第二各務義務教育学校

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

●鵜沼・中央（４）

再編後の学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数

通学支援対象者数

（仮称）中央義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現鵜沼第一小 1 ,2 5 8 1 ,1 8 0 1 ,1 6 8 1 ,1 1 6 1 ,0 5 6 9 8 2 9 0 7 8 4 5

1 1 9 1 1 5 1 0 9 9 5 7 9 6 8 5 8 4 9

現鵜沼第二小 858 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

0 0 0 0 0 0 0 0

現陵南小 433 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

現中央中 521 4 8 4 4 9 3 4 6 9 4 3 0 3 9 0 3 6 0 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 9 1 1 5 1 0 9 9 5 7 9 6 8 5 8 4 9

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

通学支援対象者数

（仮称）陵南義務教育学校

通学支援対象者数

（仮称）中央義務教育学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

（仮称）鵜沼第一八木山各務義務教育学校

●鵜沼・中央（１）

再編後の学校

通学支援対象者数

学校整備地 R12年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

現鵜沼第一小 85 9 8 1 8 8 0 6 8 0 5 7 9 3 7 5 6 7 1 1 6 7 9

0 0 0 0 0 0 0 0

現鵜沼第二小 85 8 8 1 9 9 0 1 9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8 7 8 5

0 0 0 0 0 0 0 0

現陵南小 43 3 3 6 7 4 2 9 4 3 0 4 1 2 3 7 8 3 3 8 2 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

現中央中 92 0 8 4 6 8 5 5 7 8 0 6 9 3 6 1 6 5 5 6 4 9 9

2 3 4 2 3 3 2 1 9 1 8 8 1 5 8 1 3 8 1 1 9 1 0 1

2 3 4 2 3 3 2 1 9 1 8 8 1 5 8 1 3 8 1 1 9 1 0 1

（仮称）鵜沼第一義務教育学校

通学支援対象者数の合計

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）八木山各務中央義務教育学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数

通学支援対象者数

●鵜沼・中央（２）

再編後の学校

通学支援対象者数
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表 第２段階の最終結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 

再編後の学校
整備候補地

（㎡）

（内訳）

学校別

人数

最低限必要と

なる面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

現鵜沼第一小 ◎ △
(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

現鵜沼第二小 △ －
(約1 .5 ha ) （要敷地拡張） ( -0 .4 ha程度)

現陵南小 ◎ △

(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .3 ha程度)

現中央中 ◎ ○
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 1 .1 ha程度)

現鵜沼第一小 ◎ △
(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .3 ha程度)

現鵜沼第二小 △ －
(約1 .5 ha ) （要敷地拡張） ( -0 .4 ha程度)

現陵南小 ◎ △

(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .3 ha程度)

現中央中 ◎ ○
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 1 .1 ha程度)

現鵜沼第一小 ◎ △
(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

現鵜沼第二小 △ －
(約1 .5 ha ) （要敷地拡張） ( -0 .4 ha程度)

現陵南小 ◎ △

(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .3 ha程度)

現中央中 ◎ ○
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 1 .1 ha程度)

現鵜沼第一小 ◎ △
(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .1 ha程度)

現鵜沼第二小 △ －
(約1 .5 ha ) （要敷地拡張） ( -0 .6 ha程度)

現陵南小 ◎ △

(約2 .2 ha ) （可能） ( + 0 .3 ha程度)

現中央中 ◎ ○
(約3 .0 ha ) （可能） ( + 1 .1 ha程度)

○

△

△

△

○

△ 浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：０．５m未満）

( 4校)

○

○

(4校)

○

( 4校)

○

鵜沼・中央（４）

○

浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：０．５m未満）

◎

○

○

土砂災害警戒区域あり（急傾斜地）

通学支援対象者数に課題はない

現各務小校区から現鵜沼第一小敷

地への通学について、他のパターン

に比べ通学距離が長い

【※P.３０　通学路比較より】
△ 土砂災害警戒区域あり（急傾斜地）

中央義務教育学校

計109人

△

計219人

○

計93人
陵南義務教育学校 ( 0 ) ○ △

○

△
鵜沼第一八木山

義務教育学校
( 1 ) △

鵜沼第二義務教育学校 ( 0 ) ○ ○

各務中央義務教育学校 ( 9 2 )

( 2 1 9 )

陵南義務教育学校 ( 0 ) ○

( 1 ) △

鵜沼第二各務

義務教育学校
( 7 4 ) △

陵南義務教育学校 ( 0 ) ○
(4校)

中央義務教育学校 ( 0 )

○

計75人
△ 土砂災害警戒区域あり（急傾斜地）

○

鵜沼第一八木山

義務教育学校

○

( 0 ) ○ ○

( 1 0 9 ) △ △ 浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：０．５m未満）

○

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

鵜沼第二義務教育学校 ( 0 ) ○

パターン
通学支援対象者数

（R2 2年時点）

○

鵜沼・中央（１）

鵜沼第一八木山各務

義務教育学校

最終評価

○

必要敷地面積

（４階建）

校地の防災性

○ ○

○ △ 土砂災害警戒区域あり（急傾斜地）

○ ○

○

鵜沼・中央（２）

鵜沼第一義務教育学校 ( 0 ) ○ △ 浸水想定区域あり（L1 ：無し／L2：０．５m未満）

△

△

通学支援対象者数が他のパターン

に比べ多く発生する

現八木山小校区から現中央中敷地

への通学について、他のパターンに

比べ通学距離が長い

【※P.３０　通学路比較より】

陵南義務教育学校

鵜沼第二義務教育学校

( 0 )

八木山各務中央

義務教育学校

( 0 ) ○

通学支援対象者数に課題はない

新たな幹線道路等をまたぐ通学路が

他のパターンに比べ多く発生する

現鵜沼第二小敷地について、より大

きな敷地拡張が必要となる

現各務小校区から現鵜沼第二小敷

地への通学について、他のパターン

に比べ通学距離が長い

【※P.３０　通学路比較より】

通学支援対象者数に課題はない

現八木山小校区及び各務小校区か

ら各整備候補地への通学について、

他のパターンに比べ通学距離が短い

【※P.３０　通学路比較より】

鵜沼・中央（３）

○

△

整備学校数

大規模校①

適正規模校

適正規模校

適正規模校

適正規模校

適正規模校

適正規模校

適正規模校

大規模校①

適正規模校

適正規模校

適正規模校

大規模校①

大規模校①

適正規模校

適正規模校
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表 八木山小校区及び各務小校区における最も長いと想定される通学路比較 

鵜沼・中央（１） 鵜沼・中央（２） 

鵜沼・中央（３） 鵜沼・中央（４） 

※想定した通学路は、それぞれの現小学校区内で設定されている通学路を組み合わせたもの 

 

▶ 以上の評価結果より、鵜沼・中央中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現鵜沼第一小学校を学校整備地とした（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校 

・現鵜沼第二小学校を学校整備地とした（仮称）鵜沼第二義務教育学校 

・現陵南小学校を学校整備地とした（仮称）陵南義務教育学校 

・現中央中学校を学校整備地とした（仮称）各務中央義務教育学校 となる、 

鵜沼・中央（３）である。 

なお、現陵南小学校敷地の一部が土砂災害警戒区域（急傾斜地）に指定されていることから、義

務教育学校化の整備にあたっては、指定されている学校敷地の端エリアを外すなど、配慮が必要

である。 
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表 鵜沼・中央中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R37年 R4 2年 R4 7年

◇学校整備地 現鵜沼第一小

1 1 1 1 1 1 1 1

◇学校整備地 現鵜沼第二小

0 0 0 0 0 0 0 0

◇学校整備地 現陵南小

0 0 0 0 0 0 0 0

◇学校整備地 現中央中

100 97 92 80 66 57 49 41

101 98 93 81 67 58 50 42

9 9 91 ,0 1 41 ,0 6 7

7 8 5

7 6 98 1 78 7 79 3 29 6 8

4 0 9

2 9 9

4 5 0

9 3 1 9 1 2 8 5 7 8 1 8

4 2 93 6 74 3 3

8 5 8 8 1 9 9 0 1

3 3 83 7 84 1 24 3 0

6 5 0 6 6 2 6 1 7 5 5 4 4 9 5
（仮称）各務中央義務教育学校

（仮称）陵南義務教育学校

（仮称）鵜沼第二義務教育学校

（仮称）鵜沼第一八木山義務教育学校

712

再編後の学校

通学支援対象者数

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数

通学支援対象者数

通学支援対象者数
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５） 緑陽中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 

 

● 緑陽（１） 
 

 

 

 

 

表 対象児童数［緑陽（１）］ 

 
●（仮称）鵜沼第三緑苑義務教育学校は現鵜沼第三小学校と他の整備候補地を比べると、通学支援

対象者数に大きな差があることから、現鵜沼第三小学校に整備することが想定される。 

 

学校整備地について、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有無、最低限必要となる敷

地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性の観点により次のとおり

検証する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

83 5 5 9 4 5 9 8 5 8 0 5 6 0 5 1 7 4 7 9 4 3 3

●緑陽（１）

（仮称）鵜沼第三緑苑義務教育学校

再編後の学校

整備候補地

鵜沼第三小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

緑苑小 6 9 5 6 6 0 6 1 5 9 5 5 5 2 4 7 △

緑陽中 1 0 3 8 4 9 0 9 2 8 8 8 3 7 7 7 0 △

通学支援

対象者数

（仮称）鵜沼第三緑苑義務教育学校

R1 2年 R4 2年 R4 7年R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年
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表 緑陽（１）学校整備地の検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 
  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

現鵜沼第三小 ○ ○ －
(約1 .8 ha ) 計0人 （要５階建） ( -0 .1 ha程度)

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

半径２㎞の

圏域地図

パターン
通学支援対象者数

（R2 2年時点）

必要敷地面積

（４階建）

校地の防災性 最終結果

緑陽（１）

鵜沼第三緑苑義務教育学校 ( 0 ) ○ △
土砂災害警戒区域あり

（土石流の高さ：最大０．３ｍ）
◎

○

△

通学支援対象者数に課題は

ない

現鵜沼第三小敷地につい

て、５階建校舎は可能だが、

４階建校舎に必要な面積は

確保できていない

適正規模校
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▶ 以上の評価結果より、緑陽中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現鵜沼第三小学校を学校整備地とした（仮称）鵜沼第三緑苑義務教育学校 となる、 

緑陽（１）である。 

なお、現鵜沼第三小学校敷地は、土砂災害警戒区域となっているが、その土石流の高さは最大０．

３ｍと想定されており、対策が可能である。 

 
表 緑陽中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 

 
 

  

R1 2年 R1 7年 R22年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R42年 R4 7年

◇学校整備地 現鵜沼第三小

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 3 34 7 95 1 75 6 05 8 05 9 8
（仮称）鵜沼第三緑苑義務教育学校

5948 3 5

再編後の学校

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数
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６） 蘇原中学校グループ 

第一段階で選定されたパターンは以下の通りである。 

 

● 蘇原（１） 
 

 

 

 

表 対象児童数［蘇原（１）］ 

 
●（仮称）蘇原第一義務教育学校を現蘇原中学校に整備する場合、現蘇原第一小学校と比べ通学

支援対象者数に大きな差があることから、現蘇原第一小学校に整備することが想定される。 

●（仮称）蘇原第二義務教育学校は、現蘇原第二小学校に整備することが想定される。 

 

学校整備地について、通学支援対象者数、幹線道路等をまたぐ通学路の有無、最低限必要となる敷

地面積の確保、最低限必要となる敷地面積に対する余裕度及び校地の防災性の観点により次のとおり

検証する。 

 
 

 
  

R1 2年 R1 7年 R2 2年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R4 2年 R4 7年

98 5 9 0 5 8 9 9 8 3 8 7 4 9 6 5 1 5 6 6 4 9 7

5 7 3 5 0 6 5 3 5 4 9 9 4 6 1 4 1 2 3 6 8 3 2 8

●蘇原（１）

（仮称）蘇原第一義務教育学校

（仮称）蘇原第二義務教育学校

再編後の学校

整備候補地

蘇原第一小 6 9 7 0 6 5 6 0 5 3 4 7 4 1 3 6 ○

蘇原中 1 3 3 1 3 3 1 2 5 1 1 6 1 0 2 8 9 7 8 6 9 △

蘇原第二小 0 0 0 0 0 0 0 0 ○

R3 2年 R3 7年
通学支援

対象者数

（仮称）蘇原第二義務教育学校

（仮称）蘇原第一義務教育学校

R4 2年 R4 7年R1 7年 R2 2年 R2 7年R1 2年
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表 蘇原（１）学校整備地の検証結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊整備候補地の敷地面積は、法面等を除いた実質敷地面積とする。 
＊通学支援対象者数における（）内数値は、新たな学校整備地における令和２２年時点の対象者数とする。 
＊再編により新たに幹線道路（国道２１号又は江南関線）や線路をまたぐ通学路が発生する場合は△、発生しない場合は○とする。 
＊４階建に最低限必要となる面積の確保、及び最低限必要となる敷地面積に対する余裕度は、P.６の基準に基づき評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

再編後の学校
整備候補地
（実質敷地面積

：ｈａ）

（内訳）

学校別

人数

最低限

必要となる

面積の確保

最低限必要と

なる敷地面積に

対する余裕度

現蘇原第一小 ◎ △

(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

現蘇原第二小 ◎ △

(約1 .9 ha ) （可能） ( + 0 .0 ha程度)

半径２㎞の

圏域地図

蘇原（１）

蘇原第二義務教育学校 ( 0 ) ○ △
浸水想定区域あり

（L1 ：無し／L2 ：０．５m未満）

蘇原第一義務教育学校 ( 6 5 ) ○ ○

○

計65人

パターン
通学支援対象者数

（R2 2年時点）

最終結果

通学支援対象者数に課題は

ない

敷地面積に余裕はないが、

最低限必要な面積を確保し

ている

新たに

幹線道路

等をまたぐ

通学路の

有無

必要敷地面積

（４階建）

校地の防災性

○

○◎

適正規模校

適正規模校
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▶ 以上の評価結果より、蘇原中学校グループにおける最も適切と考えられる学校再編案は、 

・現蘇原第一小学校を学校整備地とした（仮称）蘇原第一義務教育学校 

・現蘇原第二小学校を学校整備地とした（仮称）蘇原第二義務教育学校 となる、 

蘇原（１）である。 

 
表 蘇原中学校グループにおける最も適切と考えられる再編案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R1 2年 R1 7年 R22年 R2 7年 R3 2年 R3 7年 R42年 R4 7年

◇学校整備地 現蘇原第一小

69 70 65 60 53 47 41 36

◇学校整備地 現蘇原第二小

0 0 0 0 0 0 0 0

69 70 65 60 53 47 41 36

8 3 88 9 99 0 59 8 5

3 6 8 3 2 8

4 9 75 6 66 5 17 4 9

5 7 3 5 0 6 5 3 5 4 9 9 4 6 1 4 1 2

通学支援対象者数の合計

通学支援対象者数

（仮称）蘇原第二義務教育学校

（仮称）蘇原第一義務教育学校

通学支援対象者数

再編後の学校


